【付録２．自治体意見の様式】

環政第○○○○号
令和６年７月○○日
（申請者）御中

「周辺地域の住民」の範囲に関する相談に対する回答
　再生可能エネルギー電気の利用の促進に関する特別措置法（平成２３年法律第１０８号）の「説明会及び事前周知措置実施ガイドライン」に基づき、令和６年７月○○日付で相談のあった再エネ発電事業に関する説明会の開催に関し、説明会に参加する「周辺地域の住民」等について、下記のとおり回答します。
記

　　事前相談で示された、定量基準に基づく「周辺地域の住民」の範囲に対し
　□新たに加えるべき対象者は不要とする
　■次に掲げる条件の者を説明会の対象者に加える
	「周辺地域の住民」の範囲に加えるべき者の住所
	対象範囲は別添図面で示す
	【加えるべき理由】
■災害等による影響が想定される
□景観に関する影響が想定される
■生活環境の影響が想定される
□その他
（詳細：　　　　　　　　　　　）

	
	
	【加えるべき理由】
□上記理由による影響が、定量基準の範囲内だけでは留まらず広範囲に及ぶため

	他の市町村への
相談の要否
	□要（市町村名：　　　　　）
■不要

	備考欄
	


【担当部署】
倉敷市環境政策課地球温暖化対策室

　担当：○○　TEL：086-426-3394

mail：eptc-ontai@city.kurashiki.okayama.jp
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